
水力発電導入加速化事業費（初期調査等支援事業のうち
水力発電の地域における共生促進等を図る事業）

経済産業省 資源エネルギー庁 令和7年度予算

公募期間・事業期間

公募期間 令和7年4月7日（月）～ 令和7年9月24日（水）
１次締切：令和7年5月13日 ２次締切：令和7年6月17日 ３次締切：令和7年9月24日

事業期間 交付決定日 ～ 令和8年2月27日（金）
※電子申請（Jグランツ）により公募します。（やむを得ない事情がある場合、電子メールでの申請を受け付けます）

補助対象事業
水力発電所を開発する事業者が立地地域との課題解決や共生を図るために実施する事業

会議等の運営や広報活動
自然環境・社会環境の整備等を行うための調査・設計
自然環境・社会環境の整備等を行うための設備や整備等の工事

補助対象経費
会議・広報費：立地地域との課題解決や共生を図るための会議・広報活動等に要する費用
調査・設計費：立地地域との課題解決や共生を図るための調査・設計等に要する費用
設備・工事費：立地地域との課題解決や共生を図るための設備や整備等の工事に要する費用

補助率
補助対象経費（消費税含まず）に対して 1/2以内
ただし、補助金額の上限は、対象発電所に対して50千円/kW又は14.3円/kWh（再開発計画で出力が変わらな
い場合）と、会議・広報費は5,000千円/件、調査・設計費および設備・工事費は25,000千円/件のいずれか低い
額とします。

補助対象事業者

水力発電所（発電出力が20kW以上30,000kW未満）を新規開発または再開発しようとする事業者

ご案内
★中小水力発電の開発・運営に関する手引きや優良事例集が資源エネルギー庁で公表されています。プロジェクトの
企画立案等にご活用ください。
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/data.html）
★1,000kW程度未満の小水力発電機器を対象に、発電事業者、機器製作者ともに合理的な購入仕様を示し
イニシャルコストの低減に資することを目的とした購入仕様標準を作成しました。小水力発電の導入検討や見積書
を作成する際にご活用ください。
（https://www.nef.or.jp/info/syoseki.html）
★水力発電の開発にあたってご不明な点等ございましたら、水力開発相談窓口をご活用ください。
（https://suiryokuhojo.nef.or.jp/other/20220523_info.html）

詳細はホームページ・公募要領をご覧ください。 https://suiryokuhojo.nef.or.jp/
問い合わせ先：一般財団法人 新エネルギー財団 水力地熱本部 地域共生支援事業担当
TEL：03-6810-0372 FAX：03-6810-0370
E-mail：chiikikyousei@nef.or.jp


